
第二一三回 

衆第一三号 

   政治資金規正法の一部を改正する法律案 

第一条 政治資金規正法（昭和二十三年法律第百九十四号）の一部を次のように改正する。 

  第六条第一項中「当該公職の候補者に係る公職の種類」の下に「、当該政治団体が同

項第三号に係る国会議員関係政治団体であるときはその旨、当該政治団体を主宰する衆

議院議員若しくは参議院議員又は当該政治団体の主要な構成員である衆議院議員若しく

は参議院議員の氏名及びその者に係る公職の種類」を加える。 

  第七条第二項中「前項前段」を「第一項前段」に改め、同項を同条第三項とし、同条

第一項の次に次の一項を加える。 

 ２ 第十九条の七第一項に規定する国会議員関係政治団体（同条第二項の規定により同

条第一項第一号に係る国会議員関係政治団体とみなされるものを含む。以下この項及

び次条第二項において単に「国会議員関係政治団体」という。）以外の政治団体（政

党及び政治資金団体を除く。）は、各年中において第十九条の十六の三第一項に規定

する寄附の金額が千万円以上となつたときは、当該金額が千万円に達することとなつ

た寄附（以下この項及び次条第二項において「特定関係寄附」という。）に係る第十

九条の十六の三第二項の規定による通知を受けた日から七日以内に、その旨、特定関

係寄附が同条第一項第一号の寄附であるときは同号の国会議員関係政治団体に係る公

職の候補者の氏名及び当該国会議員関係政治団体に係る公職の候補者に係る公職の種

類並びに特定関係寄附が同項第二号の寄附であるときは同号の国会議員関係政治団体

の名称及び当該国会議員関係政治団体が第十九条の七第一項第三号に係る国会議員関

係政治団体である旨を、第六条第一項の規定の例により届け出なければならない。 

  第七条の二第一項中「並びに当該」を「、当該」に改め、「当該公職の候補者に係る

公職の種類」の下に「並びに当該政治団体が同項第三号に係る国会議員関係政治団体で

あるときはその旨、当該政治団体を主宰する衆議院議員若しくは参議院議員又は当該政

治団体の主要な構成員である衆議院議員若しくは参議院議員の氏名及びその者に係る公

職の種類」を加え、同条第三項を同条第四項とし、同条第二項中「前項」を「前二項」

に改め、同項を同条第三項とし、同条第一項の次に次の一項を加える。 

 ２ 前条第二項の規定による届出があつたときは、当該届出を受けた都道府県の選挙管

理委員会又は総務大臣は、その届出に係る政治団体の名称、第十九条の十六の三第一

項の規定により国会議員関係政治団体であるものとみなされることとなつた旨、特定

関係寄附が同項第一号の寄附であるときは同号の国会議員関係政治団体に係る公職の

候補者の氏名及び当該国会議員関係政治団体に係る公職の候補者に係る公職の種類並

びに特定関係寄附が同項第二号の寄附であるときは同号の国会議員関係政治団体の名

称及び当該国会議員関係政治団体が第十九条の七第一項第三号に係る国会議員関係政

治団体である旨を、遅滞なく、都道府県の公報又は官報への掲載、インターネットの



利用その他の適切な方法により公表しなければならない。 

  第九条第一項第一号中「すべて」を「全て」に改め、同号ロ中「並びに当該」を「、

当該」に改め、「その旨」の下に「並びに当該寄附が第十九条の十六の三第二項の規定

による通知に係る寄附であるときはその旨」を加え、同項第二号中「すべて」を「全

て」に改め、「、第十七条」を削り、「第十九条の十一」の下に「、第十九条の十二の

三」を加え、「及び第十九条の十六」を「、第十九条の十六及び第十九条の十六の二」

に改める。 

  第十二条第一項第一号中「すべて」を「全て」に改め、同号ロ中「並びに当該」を「、

当該」に改め、「その旨」の下に「並びに当該寄附が第十九条の十六の三第二項の規定

による通知に係る寄附であるときはその旨」を加え、同号ト及びチ中「二十万円」を

「十万円」に改め、同項第二号中「すべて」を「全て」に改め、同号の次に次の一号を

加える。 

  二の二 翌年への繰越しの金額 

  第十二条第一項第三号中「及び第十七条第一項」を削り、同条第二項中「第十九条の

十一第一項」を「第十九条の十一」に改める。 

  第十三条の次に次の一条を加える。 

  （政党から支出を受けた公職の候補者のする支出に係る通知及び記載） 

 第十三条の二 政党に所属している衆議院議員又は参議院議員に係る公職の候補者は、

当該政党からの支出（一件当たりの金額（数回にわたつてされたときは、その合計金

額）が五十万円を超えるものに限るものとし、第十二条第一項第二号の人件費、光熱

水費その他の総務省令で定める経費の支出を除く。以下この項及び次項において同

じ。）で金銭によるものを受けたときは、当該政党からの支出に係る金銭に相当する

金銭を充てて政治活動のためにした支出について、当該支出に係る同号の総務省令で

定める項目別の金額を当該政党の会計責任者に通知しなければならない。 

 ２ 前項の規定による通知を受けた政党の会計責任者は、第十二条第一項の規定による

報告書の記載をするときは、当該通知に係る前項に規定する政党からの支出について、

同項の規定により通知された事項を併せて記載しなければならない。 

  第十六条中「の要旨」を削る。 

  第十七条第一項中「ともに」の下に「、その日現在で」を加え、「、その日現在で、

収入及び支出並びに資産等に関する事項を記載した」を削り、同条第四項中「及び第十

四条」を「から第十四条まで」に、「第七条の二第二項」を「第七条の二第三項」に改

める。 

  第十八条第一項中「第七条の二第三項」を「第七条の二第四項、第十三条の二（前条

第四項において準用する場合を含む。）」に改める。 

  第十八条の二第一項中「第六条の二」の下に「、第七条第二項」を、「及び第三項」

の下に「、第十三条の二」を加え、同条第二項中「すべて」を「全て」に改める。 



  第十九条の三第二項中「の要旨」を削る。 

  第十九条の七第一項中「第五条第一項各号に掲げる団体」を「政治資金団体」に改め、

同項に次の一号を加える。 

  三 第五条第一項第一号に掲げる団体 

  第十九条の八の次に次の一条を加える。 

  （国会議員関係政治団体の金銭の保管） 

 第十九条の八の二 国会議員関係政治団体は、その有する金銭については、第八条の三

第二号又は第三号に掲げる方法による運用に係るものを除き、銀行その他の金融機関

への預金又は貯金の方法により保管するものとする。 

  第十九条の十中「より」の下に「第十二条第一項各号に掲げる事項（これらの事項が

ないときは、その旨）を」を加え、「収入及び支出があつた」を削り、「まで」の下に

「及び第十九条の十六の二」を加える。 

  第十九条の十一第二項を削り、同条の次に次の二条を加える。 

  （翌年への繰越しの金額の確認等） 

 第十九条の十一の二 国会議員関係政治団体の会計責任者は、第十九条の十三第一項の

規定により政治資金監査を受けるまでの間に、総務省令で定めるところにより、第十

二条第一項又は第十七条第一項の規定により報告書に記載すべき翌年への繰越しの金

額が、第十二条第一項の規定により同項各号に掲げる事項（これらの事項がないとき

は、その旨）を報告書に記載すべき年の十二月三十一日又は当該国会議員関係政治団

体が解散し若しくは政治団体でなくなつた日における当該国会議員関係政治団体の預

金又は貯金の口座の残高を確認することができる書類（以下「残高確認書」とい

う。）に記載された残高の額（当該国会議員関係政治団体が二以上の口座を有する場

合には、その合計額。次項において同じ。）と一致しているかどうかを確認しなけれ

ばならない。 

 ２ 国会議員関係政治団体の会計責任者は、前項の規定による確認により同項の翌年へ

の繰越しの金額が同項の残高の額と一致しないことが判明したときは、第十九条の十

三第一項の規定により政治資金監査を受けるまでの間に、総務省令で定めるところに

より、その旨及びその理由を記載した書面（以下「差額説明書」という。）を作成し

なければならない。 

  （国会議員関係政治団体に係る会計帳簿等の保存） 

 第十九条の十一の三 国会議員関係政治団体の会計責任者に係る第十六条第一項の規定

の適用については、同項中「及び振込明細書」とあるのは、「、振込明細書、領収書

等を徴し難かつた支出の明細書等、第十九条の十一の二第一項に規定する残高確認書

及び同条第二項に規定する差額説明書」とする。 

  第十九条の十二中「及び前条第二項」を「、前条」に改め、「第十六条第一項」の下

に「及び第十九条の八の二」を加え、同条の次に次の二条を加える。 



  （国会議員関係政治団体の代表者による収支報告書に関する監督） 

 第十九条の十二の二 国会議員関係政治団体の代表者は、第十二条第一項の報告書の記

載に係る会計責任者の職務がこの法律の規定に従つて行われるよう、当該国会議員関

係政治団体の会計責任者を監督しなければならない。 

  （国会議員関係政治団体の代表者による随時又は定期の確認） 

 第十九条の十二の三 国会議員関係政治団体の代表者は、随時又は定期に、次に掲げる

事項を確認しなければならない。 

  一 会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かつた支出の明細書等、振込明

細書、残高確認書及び差額説明書が保存されていること。 

  二 会計帳簿には当該国会議員関係政治団体に係る収入及び支出の状況が記載されて

おり、かつ、当該国会議員関係政治団体の会計責任者が当該会計帳簿を備えている

こと。 

  第十九条の十三第一項及び第二項第一号中「及び振込明細書」を「、振込明細書、残

高確認書及び差額説明書」に改め、同項に次の一号を加える。 

  五 第十二条第一項又は第十七条第一項の報告書は、残高確認書及び差額説明書に基

づいて翌年への繰越しの状況が表示されていること。 

  第十九条の十四の次に次の一条を加える。 

  （国会議員関係政治団体の代表者による報告書提出時の確認等） 

 第十九条の十四の二 国会議員関係政治団体の会計責任者は、政治団体の会計責任者と

して第十二条第一項の報告書を提出するときは、あらかじめ、当該国会議員関係政治

団体の代表者に対し、当該報告書がこの法律の規定に従つて作成されていることにつ

いて、当該報告書及びこれに併せて提出すべき書面を示して説明しなければならない。 

 ２ 国会議員関係政治団体の代表者は、第十九条の十二の三の規定による確認の結果及

び前項の規定による説明の内容並びに第十九条の十三第三項の政治資金監査報告書に

基づき、当該国会議員関係政治団体の会計責任者がこの法律の規定に従つて第十二条

第一項の報告書を作成していることを確認し、その旨を記載した確認書を会計責任者

に交付しなければならない。 

 ３ 前項の確認書の様式は、総務省令で定める。 

 ４ 国会議員関係政治団体の会計責任者は、政治団体の会計責任者として第十二条第一

項の報告書を提出するときは、第二項の規定により交付された確認書を当該報告書に

添付しなければならない。 

  第十九条の十五中「前条」を「第十九条の十四」に改め、「提出」の下に「並びに前

条第四項の規定による確認書の添付」を加える。 

  第十九条の十六第一項中「の要旨」を削り、同条の次に次の二条を加える。 

  （国庫に対する納付に係る公職選挙法の特例） 

 第十九条の十六の二 第十二条第一項の規定により提出された国会議員関係政治団体の



報告書（第二十条第一項の規定により公表された日におけるものに限る。以下この条

において同じ。）に記載すべき収入（金銭によるものに限る。以下この条において同

じ。）の金額の全部若しくは一部の記載がなかつた場合又は当該報告書に記載すべき

でない支出（金銭によるものに限る。以下この条において同じ。）の金額の記載があ

つた場合において、当該国会議員関係政治団体が、第二十条第三項の規定により当該

報告書が公表されている間に、当該報告書に記載すべきであつた収入の金額と当該収

入に係る当該報告書に記載された収入の金額との差額（当該報告書に記載すべき収入

の金額の全部の記載がなかつた場合にあつては、当該金額）又は当該報告書に記載す

べきでない支出の金額に相当する金額の範囲内の金銭を国庫に納付するときは、その

納付による国庫への寄附については、公職選挙法第百九十九条の二から第百九十九条

の五までの規定は、適用しない。 

  （国会議員関係政治団体から寄附を受けた政治団体に関する特例等） 

 第十九条の十六の三 国会議員関係政治団体以外の政治団体（政党及び政治資金団体を

除く。以下この条において同じ。）のうち、各年中において次の各号のいずれかに該

当する寄附の金額が千万円以上となつた政治団体は、その年及びその翌年において国

会議員関係政治団体であるものとみなして、第十九条の八の二から前条までの規定

（これらの規定に係る罰則を含む。）を適用する。この場合において、第十九条の十

二中「第十九条の七第一項第二号に係る国会議員関係政治団体」とあるのは「国会議

員関係政治団体」と、「第六条第一項又は第七条第一項」とあるのは「第七条第二

項」とする。 

  一 同一の国会議員関係政治団体（第十九条の七第一項第三号に係る国会議員関係政

治団体を除く。以下この号において同じ。）から受けた寄附（金銭によるものに限

る。次号において同じ。）の金額（数回にわたつてされたときは、その合計金額。

以下この号及び次号において同じ。）（国会議員関係政治団体に係る公職の候補者

（同項第一号に係る国会議員関係政治団体の代表者である公職の候補者又は同項第

二号に係る国会議員関係政治団体が第六条第一項若しくは第七条第一項の規定によ

り届け出た同号の公職の候補者をいう。次項において同じ。）が同一の者である二

以上の国会議員関係政治団体から受けた寄附にあつては、その金額の合計額） 

  二 同一の第十九条の七第一項第三号に係る国会議員関係政治団体から受けた寄附の

金額 

 ２ 国会議員関係政治団体は、国会議員関係政治団体以外の政治団体に対して寄附をす

るときは、当該政治団体に対し、文書で、当該寄附が国会議員関係政治団体からの寄

附である旨、当該寄附をする国会議員関係政治団体の名称及び主たる事務所の所在地、

前項第一号の寄附にあつては同号の国会議員関係政治団体に係る公職の候補者の氏名

及び当該国会議員関係政治団体に係る公職の候補者に係る公職の種類、同項第二号の

寄附にあつてはその寄附をする国会議員関係政治団体が第十九条の七第一項第三号に



係る国会議員関係政治団体である旨並びに前項各号のいずれかに該当する寄附の金額

が千万円以上となつたときは第七条第二項の規定による届出をする必要がある旨を、

併せて通知しなければならない。 

 ３ 国会議員関係政治団体から寄附を受けた国会議員関係政治団体以外の政治団体の会

計責任者は、前項の規定による通知を受けたときは、当該通知に係る文書を、第二十

条第一項の規定により当該通知に係る同項に規定する報告書が公表された日から三年

を経過する日まで保存しなければならない。当該政治団体が国会議員関係政治団体と

なつた後においても、同様とする。 

  第十九条の十七中「第五条第一項各号に掲げる団体」を「政治資金団体」に改める。 

  第二十条の見出し中「の要旨」を削り、同条第一項中「総務省令の定めるところによ

り、その要旨を」を「当該報告書を、インターネットを利用する方法により」に改め、

同条第二項及び第三項を次のように改める。 

 ２ 前項の規定による公表においては、第十四条第一項（第十七条第四項において準用

する場合を含む。次条第一項及び第二項において同じ。）の規定による書面、第十九

条の十四の規定による政治資金監査報告書及び第十九条の十四の二第四項の規定によ

る確認書を、前項の報告書と併せて公表するものとする。 

 ３ 前二項の規定による公表は、第一項の規定により報告書を公表した日から同日以後

三年を経過する日までの間、継続して行うものとする。 

  第二十条第四項を削る。 

  第二十条の二第一項中「（第十七条第四項において準用する場合を含む。次項におい

て同じ。）」を削り、「書面並びに」を「書面、」に改め、「政治資金監査報告書」の

下に「並びに第十九条の十四の二第四項の規定による確認書」を加え、「の要旨」を削

り、同条第二項中「の要旨」を削り、「又は政治資金監査報告書」を「、第十九条の十

四の規定による政治資金監査報告書又は第十九条の十四の二第四項の規定による確認

書」に改める。 

  第二十条の三第一項中「の要旨」を削り、「当該要旨」を「当該報告書」に改め、同

条第二項中「要旨」を「報告書」に改める。 

  第二十二条の八の見出しを削り、同条の前に見出しとして「（政治資金パーティーの

対価の支払に関する制限）」を付し、同条の次に次の一条を加える。 

 第二十二条の八の二 何人も、口座への振込み（政治資金パーティーを開催する者の預

金又は貯金の口座への振込みをいう。次項及び第三項において同じ。）によることな

く、政治資金パーティーの対価の支払をすることができない。 

 ２ 政治資金パーティーを開催する者は、口座への振込み以外の方法によつてされる政

治資金パーティーの対価の支払を受けることができない。 

 ３ 前二項の規定にかかわらず、政治資金パーティーの開催日に当該政治資金パーティ

ーの開催場所においてする当該政治資金パーティーの対価の支払その他口座への振込



み以外の方法によつてすることがやむを得ないと認められる政治資金パーティーの対

価の支払及びその収受については、口座への振込み以外の方法によつてすることがで

きる。この場合において、口座への振込み以外の方法によつて当該対価の支払を受け

た者は、遅滞なく、その政治資金パーティーの対価に係る金銭を当該政治資金パーテ

ィーを開催する者の預金又は貯金の口座に預け入れるものとする。 

  第二十四条第四号及び第五号中「第十九条の十一第二項」を「第十九条の十一の三」

に、「又は振込明細書」を「、振込明細書、残高確認書又は差額説明書」に改める。 

  第二十五条第一項第二号中「第十二条、」を「第十二条、第十三条の二第二項、」に

改め、同条に次の三項を加える。 

 ３ 第一項（第二号又は第三号に係る部分に限る。）の場合（第十七条の規定に係る違

反の場合を除く。）において、第十九条の十四の二第二項の規定に違反して同項の確

認書を交付せず、又は同項の規定による確認をしないで同項の確認書を交付した者

（次項第一号又は第二号の行為により同条第二項の規定による確認をすることができ

なかつた者を除く。）は、五十万円以下の罰金に処する。 

 ４ 次の各号のいずれかに該当する者は、百万円以下の罰金に処する。 

  一 第十九条の十四の二第一項の規定による説明をせず、又は虚偽の説明をした者 

  二 第十九条の十四の二第一項の規定による説明の義務がある者で同条第二項の規定

による確認を妨げたもの 

 ５ 第十九条の十四の二第四項の規定に違反して、同項に規定する確認書の添付をしな

かつた者は、五十万円以下の罰金に処する。 

  第三十二条第三号中「及び政治資金監査報告書」を「、政治資金監査報告書及び確認

書」に改める。 

  第三十二条の二中「第七条第一項」の下に「若しくは第二項」を、「第十九条の十

四」の下に「、第十九条の十四の二第四項」を加える。 

  第三十二条の三中「第十九条の十一第二項」を「第十九条の十一の三」に改める。 

  第三十三条の二第一項第一号中「、第七条の二第一項及び第二項」を「及び第二項、

第七条の二第一項及び第二項、同条第三項」に、「第二十条第一項及び第三項」を「第

二十条」に改め、同項第二号中「、第七条の二第一項及び第二項」を「及び第二項、第

七条の二第一項及び第二項、同条第三項」に改める。 

第二条 政治資金規正法の一部を次のように改正する。 

  第十九条の十五中「よう努める」を削る。 

  第十九条の十六の二中「第二十条第三項」を「第二十条第四項」に改める。 

  第二十条第三項中「前二項」を「第一項及び第二項」に改め、同項を同条第四項とし、

同条第二項の次に次の一項を加える。 

 ３ 第一項の場合において、第十二条第一項又は第十七条第一項の規定による報告書に

記載された個人寄附者等（寄附若しくは寄附のあつせん又は政治資金パーティーの対



価の支払若しくは対価の支払のあつせんをした者であつて、個人であるものをい

う。）の住所に係る部分を公表するときは、都道府県、郡及び市町村（特別区を含む

ものとし、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項

の指定都市にあつては、区又は総合区とする。）の名称に係る部分（外国に住所を有

する個人にあつては、当該外国の国名）に限つて行うものとする。 

  第二十一条第四項中「（昭和二十二年法律第六十七号）」を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、令和八年一月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

 一 第一条の規定（第六条第一項の改正規定、第七条の二第一項の改正規定、第十九条

の七第一項の改正規定及び同項に一号を加える改正規定並びに第十九条の十七の改正

規定に限る。）及び次条の規定 令和七年十月一日 

 二 第二条の規定及び附則第五条第三項から第五項までの規定 令和九年一月一日 

 （国会議員関係政治団体に係る届出に関する経過措置） 

第二条 前条第一号に掲げる規定の施行の日から令和七年十二月三十一日までの間（次項

において「届出期間」という。）における第一条の規定による改正後の政治資金規正法

（以下「第一条改正後政治資金規正法」という。）第十九条の七第一項第三号に係る国

会議員関係政治団体（同項に規定する国会議員関係政治団体をいう。次項において同

じ。）に係る第一条改正後政治資金規正法第六条第一項及び第七条第一項の規定の適用

については、これらの規定中「七日以内」とあるのは、「令和七年十二月三十一日ま

で」とする。 

２ 届出期間における第一条改正後政治資金規正法第十九条の七第一項第三号に係る国会

議員関係政治団体については、政治資金規正法第十九条の九から第十九条の十一まで及

び第十九条の十三から第十九条の十六までの規定（これらの規定に係る罰則を含む。）

は、適用しない。 

 （収支報告書の記載及び提出に関する経過措置） 

第三条 第一条改正後政治資金規正法第十二条第一項第一号ト（第一条改正後政治資金規

正法第十七条第一項の規定によりその例によることとされる場合を含む。）の規定は、

この法律の施行の日（以下「施行日」という。）以後に開催される政治資金パーティー

（第一条改正後政治資金規正法第八条の二に規定する政治資金パーティーをいう。以下

この条及び附則第六条において同じ。）の対価に係る収入（第一条改正後政治資金規正

法第四条第一項に規定する収入をいう。以下この項及び次項において同じ。）で施行日

以後に収受されるものについて適用し、施行日前に開催された政治資金パーティーの対

価に係る収入及び施行日以後に開催される政治資金パーティーの対価に係る収入で施行

日前に収受されたものについては、なお従前の例による。 



２ 第一条改正後政治資金規正法第十二条第一項第一号チ（第一条改正後政治資金規正法

第十七条第一項の規定によりその例によることとされる場合を含む。）の規定は、施行

日以後に開催される政治資金パーティーの対価に係る収入のうち対価の支払のあっせん

（第一条改正後政治資金規正法第十条第三項に規定する対価の支払のあっせんをいう。

以下この項において同じ。）に係るもので施行日以後に集められる対価の支払について

適用し、施行日前に開催された政治資金パーティーの対価に係る収入のうち対価の支払

のあっせんに係るもの及び施行日以後に開催される政治資金パーティーの対価に係る収

入のうち対価の支払のあっせんに係るもので施行日前に集められた対価の支払について

は、なお従前の例による。 

３ 第一条改正後政治資金規正法第十二条第一項（第一号ロ及び第二号の二に係る部分に

限るものとし、第一条改正後政治資金規正法第十七条第一項の規定によりその例による

こととされる場合を含む。）、第十三条の二第二項、第十九条の十、第十九条の十一の

二、第十九条の十一の三において読み替えて適用する第十六条第一項、第十九条の十三

第一項及び第二項、第十九条の十四の二、第十九条の十五（第一条改正後政治資金規正

法第十九条の十四の二第四項の規定により添付する確認書（附則第五条第一項及び第二

項において単に「確認書」という。）に係る部分に限る。）並びに第三十二条の二（第

十九条の十四の二第四項の規定に係る部分に限る。）の規定は、施行日の属する年以後

の年に係る第一条改正後政治資金規正法第十二条第一項の規定による報告書及び施行日

から起算して一年が経過した日以後に第一条改正後政治資金規正法第十七条第一項の規

定により同項の報告書を提出すべき事由が生じた場合における当該報告書（次条及び附

則第五条第二項において「新法適用報告書」という。）の記載、提出及び保存について

適用し、施行日の属する年の前年以前の年に係る第一条の規定による改正前の政治資金

規正法（以下この項及び附則第五条第一項において「第一条改正前政治資金規正法」と

いう。）第十二条第一項の規定による報告書及び施行日から起算して一年が経過した日

前に第一条改正前政治資金規正法第十七条第一項の規定により同項の報告書を提出すべ

き事由が生じた場合における当該報告書の記載、提出及び保存については、なお従前の

例による。 

 （国庫に対する納付に係る公職選挙法の特例に関する経過措置） 

第四条 第一条改正後政治資金規正法第十九条の十六の二の規定は、新法適用報告書が公

表されている間に、当該新法適用報告書に記載すべきであった収入（同条に規定する収

入をいう。以下この条において同じ。）の金額と当該収入に係る当該新法適用報告書に

記載された収入の金額との差額（当該新法適用報告書に記載すべき収入の金額の全部の

記載がなかった場合にあっては、当該金額）又は当該新法適用報告書に記載すべきでな

い支出（第一条改正後政治資金規正法第十九条の十六の二に規定する支出をいう。）の

金額に相当する金額の範囲内の金銭を国庫に納付する場合におけるその納付による国庫

への寄附について適用する。 



 （収支報告書の公表に関する経過措置） 

第五条 第一条改正後政治資金規正法第二十条（確認書に係る部分を除く。）の規定は、

施行日以後に行われる第一条改正後政治資金規正法第十二条第一項又は第十七条第一項

の規定による報告書の公表について適用し、施行日前に行われた第一条改正前政治資金

規正法第十二条第一項又は第十七条第一項の規定による報告書の公表については、なお

従前の例による。 

２ 第一条改正後政治資金規正法第二十条第二項（確認書に係る部分に限る。）の規定は、

新法適用報告書に係る確認書について適用する。 

３ 第二条の規定による改正後の政治資金規正法（以下この条において「第二条改正後政

治資金規正法」という。）第二十条第三項の規定は、当分の間、第二条改正後政治資金

規正法第十二条第一項又は第十七条第一項の規定による報告書が情報通信技術を活用し

た行政の推進等に関する法律（平成十四年法律第百五十一号）第六条第一項の規定によ

り同項に規定する電子情報処理組織を使用する方法（次項において単に「電子情報処理

組織を使用する方法」という。）により提出された場合に限り、適用する。 

４ 当分の間、第二条改正後政治資金規正法第十二条第一項又は第十七条第一項に規定す

る報告書を提出する場合（電子情報処理組織を使用する方法により提出する場合を除

く。）においては、当該報告書に記載すべき事項を記載した書面（第二条改正後政治資

金規正法第二十条第三項に規定する個人寄附者等の住所に係る記載のうち、都道府県、

郡及び市町村（特別区を含むものとし、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第

二百五十二条の十九第一項の指定都市にあっては、区又は総合区とする。）の名称に係

る部分（外国に住所を有する個人にあっては、当該外国の国名）以外の部分の記載がな

い書面で、当該部分を除いた記載の内容が当該報告書の記載の内容と同一であるものに

限る。）を併せて提出することができる。この場合において、第二条改正後政治資金規

正法第十六条、第十九条の三第二項、第十九条の十六第一項、第十九条の十六の二、第

二十条第一項、第二項及び第四項、第二十条の二第一項及び第二項、第二十条の三第一

項及び第二項、第二十五条第一項（第二号及び第三号に係る部分に限る。）、第三十一

条並びに第三十二条の規定の適用については、第二条改正後政治資金規正法第十六条第

一項中「報告書」とあるのは「報告書に係る住所限定報告書（政治資金規正法の一部を

改正する法律（令和六年法律第▼▼▼号）附則第五条第四項の規定により第十二条第一

項又は第十七条第一項の規定による報告書に併せて提出された書面をいう。以下同

じ。）」と、同条第二項及び第二条改正後政治資金規正法第十九条の三第二項中「同項

に規定する報告書」とあるのは「住所限定報告書」と、第二条改正後政治資金規正法第

十九条の十六第一項中「報告書が」とあるのは「住所限定報告書が」と、「報告書を」

とあるのは「住所限定報告書に係る第十二条第一項の規定による報告書を」と、第二条

改正後政治資金規正法第十九条の十六の二中「公表された」とあるのは「当該報告書に

係る住所限定報告書が公表された」と、「当該報告書が」とあるのは「当該住所限定報



告書が」と、第二条改正後政治資金規正法第二十条第一項中「当該報告書を」とあるの

は「当該報告書に係る住所限定報告書を」と、「報告書に」とあるのは「報告書に係る

住所限定報告書に」と、同条第二項中「の報告書」とあるのは「の住所限定報告書」と、

同条第四項中「報告書」とあるのは「住所限定報告書」と、第二条改正後政治資金規正

法第二十条の二第一項中「による報告書」とあるのは「による報告書及び住所限定報告

書」と、「報告書を」とあるのは「住所限定報告書を」と、同条第二項中「報告書が」

とあるのは「住所限定報告書が」と、「当該報告書」とあるのは「当該報告書、住所限

定報告書」と、第二条改正後政治資金規正法第二十条の三第一項中「による報告書」と

あるのは「による報告書（住所限定報告書を含む。）」と、「より当該報告書」とある

のは「より住所限定報告書」と、「、当該報告書」とあるのは「、当該住所限定報告

書」と、同条第二項中「政治資金規正法（昭和二十三年法律第百九十四号）第二十条第

一項の規定により報告書」とあるのは「政治資金規正法の一部を改正する法律（令和六

年法律第▼▼▼号）附則第五条第四項の規定により読み替えて適用される政治資金規正

法（昭和二十三年法律第百九十四号）第二十条第一項の規定により同法第十六条第一項

に規定する住所限定報告書（次条において単に「住所限定報告書」という。）」と、

「政治資金規正法第二十条第一項の規定により報告書」とあるのは「政治資金規正法の

一部を改正する法律附則第五条第四項の規定により読み替えて適用される政治資金規正

法第二十条第一項の規定により住所限定報告書」と、第二条改正後政治資金規正法第二

十五条第一項第二号中「報告書」とあるのは「報告書（住所限定報告書を含む。次号に

おいて同じ。）」と、第二条改正後政治資金規正法第三十一条中「、報告書」とあるの

は「、報告書（住所限定報告書を含む。）」と、第二条改正後政治資金規正法第三十二

条第三号中「による報告書」とあるのは「による報告書及び住所限定報告書」と、「及

び」とあるのは「並びに」とするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

５ 第二条改正後政治資金規正法第二十条第三項の規定は、前項の場合には適用しない。 

 （政治資金パーティーの対価の支払に関する経過措置） 

第六条 第一条改正後政治資金規正法第二十二条の八の二の規定は、施行日以後に開催さ

れる政治資金パーティーに係る対価の支払で施行日以後にされるものについて適用する。 

 （地方自治法の一部改正） 

第七条 地方自治法の一部を次のように改正する。 

  別表第一政治資金規正法（昭和二十三年法律第百九十四号）の項第一号イ中「、第七

条の二第一項及び第二項」を「及び第二項、第七条の二第一項及び第二項、同条第三

項」に、「第二十条第一項及び第三項」を「第二十条」に改め、同号ロ中「、第七条の

二第一項及び第二項」を「及び第二項、第七条の二第一項及び第二項、同条第三項」に

改める。 

 （政党助成法の一部改正） 

第八条 政党助成法（平成六年法律第五号）の一部を次のように改正する。 



  第十五条第四項中「第三十一条」を「第三十一条第一項」に改め、「の要旨」を削る。 

  第十七条第一項中「第三十一条」を「第三十一条第一項」に改める。 

  第三十一条の見出し中「の要旨」を削り、同条中「いう。第三十二条の二第一項」を

「いう。以下この条及び第三十二条の二第一項」に、「総務省令で定めるところにより、

官報により、その要旨を」を「当該定期報告文書又は当該解散等報告文書を、インター

ネットを利用する方法により」に改め、同条に次の二項を加える。 

 ２ 前項の規定による公表においては、第十七条第二項第二号及び第十九条第一項（こ

れらの規定を第二十八条第二項において準用する場合を含む。）並びに第二十九条第

二項の監査意見書並びに第十九条第二項（第二十八条第二項において準用する場合を

含む。）の監査報告書を、前項の定期報告文書又は解散等報告文書と併せて公表する

ものとする。 

 ３ 前二項の規定による公表は、第一項の規定により定期報告文書又は解散等報告文書

を公表した日から同日以後五年を経過する日までの間、継続して行うものとする。 

  第三十二条の見出し中「閲覧」を「閲覧等」に改め、同条第二項及び第三項中「前

条」を「前条第一項」に改め、「要旨の」を削り、同条第四項中「要旨の」を削り、

「提出すべき文書」の下に「の閲覧」を、「監査報告書の閲覧」の下に「若しくは写し

の交付」を加え、同条第五項中「要旨の」を削り、「閲覧」の下に「又は写しの交付」

を加え、同条に次の一項を加える。 

 ６ 第四項の規定により、総務大臣に対して写しの交付を請求しようとする者は、実費

の範囲内において政令で定める額の手数料を納付しなければならない。 

  第三十二条の二第一項中「第三十一条」を「第三十一条第一項」に改め、「の要旨」

を削り、「当該要旨」を「当該定期報告文書又は解散等報告文書」に改め、同条第二項

中「第三十一条」を「第三十一条第一項」に、「要旨」を「同項に規定する定期報告文

書又は解散等報告文書」に改める。 

 （政党助成法の一部改正に伴う経過措置） 

第九条 前条の規定による改正後の政党助成法第三十一条の規定は、施行日以後に行われ

る同条第一項に規定する定期報告文書又は解散等報告文書の公表について適用し、施行

日前に行われた前条の規定による改正前の政党助成法第三十一条の規定による公表につ

いては、なお従前の例による。 

 （罰則に関する経過措置） 

第十条 施行日前にした行為及び附則第三条の規定によりなお従前の例によることとされ

る場合における施行日以後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。 

 （政令への委任） 

第十一条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令

で定める。 



 （検討） 

第十二条 政治資金の透明性を確保することの重要性に鑑み、この法律による改正後の規

定については、その施行の状況等を勘案して必要があると認められるときは、独立性が

確保された政治資金に関する機関の活用も含めて検討が加えられ、その結果に基づいて

所要の措置が講ぜられるものとする。 



     理 由 

 最近における政治資金をめぐる状況に鑑み、政治団体の収支報告の適正の確保及び透明

性の向上により政治に対する国民の信頼の回復を図るため、国会議員関係政治団体の代表

者の責任の強化、収支報告書の不記載及び虚偽記入に係る収入等の国庫納付制度の導入、

政治資金監査の強化、政治資金の透明性の向上のためのデジタル化の推進、政治資金パー

ティーの対価支払者の氏名等の公開基準の引下げ、政治資金パーティーの対価の支払方法

の制限、いわゆる政策活動費の使途の明細の公開の導入、国会議員関係政治団体から寄附

を受けた政治団体の政治資金の透明性の確保のための措置の導入、個人寄附者等の個人情

報の保護等の措置を講ずる必要がある。これが、この法律案を提出する理由である。 


